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各法令による動植物の規制について（該当条文抜粋）

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（抄）

（平成十年十月二日法律第百十四号）

　（獣医師の届出）

第十三条　獣医師は、エボラ出血熱、マールブルグ病その他の一類感染症、二類感染症又は三類感

染症のうち政令で定める感染症ごとに当該感染症を人に感染させるおそれが高いものとして政

令で定めるサルその他の動物について、当該動物が当該感染症にかかり、又はかかっている疑い

があると診断したときは、直ちに、当該動物の所有者（所有者以外の者が管理する場合において

は、その者。以下この条において同じ。）の氏名その他厚生労働省令で定める事項を最寄りの保

健所長を経由して都道府県知事に届け出なければならない。

２～５　（略）

　（ねずみ族、昆虫等の駆除）

第二十八条　都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は三類感染症の発生を予防し、又はその

まん延を防止するため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感

染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族、昆虫等が存在する区域を指定し、

当該区域の管理をする者又はその代理をする者に対し、当該ねずみ族、昆虫等を駆除すべきこと

を命ずることができる。

２　（略）

　（輸入禁止）

第五十四条　何人も、第十三条第一項の政令で定める動物のうち政令で定めるもの（以下「指定動

物」という。）であって次に掲げるものを輸入してはならない。ただし、第一号の厚生労働省令、

農林水産省令で定める地域から輸入しなければならない特別の理由がある場合において、厚生労

働大臣及び農林水産大臣の許可を受けたときは、この限りでない。

　一　第十三条第一項に規定する感染症の発生の状況その他の事情を考慮して指定動物ごとに厚

生労働省令、農林水産省令で定める地域から発送されたもの

　二　前号の厚生労働省令、農林水産省令で定める地域を経由したもの

　（輸入検疫）

第五十五条　指定動物を輸入しようとする者（以下「輸入者」という。）は、輸出国における検査

の結果、第十三条第一項の政令で定める感染症のうち指定動物ごとに政令で定めるものにかかっ

ていない旨又はかかっている疑いがない旨その他厚生労働省令、農林水産省令で定める事項を記

載した輸出国の政府機関により発行された証明書又はその写しを添付しなければならない。

２　指定動物は、農林水産省令で定める港又は飛行場以外の場所で輸入してはならない。

３　輸入者は、農林水産省令で定めるところにより、当該指定動物の種類及び数量、輸入の時期及

び場所その他農林水産省令で定める事項を動物検疫所に届け出なければならない。この場合にお

いて、動物検疫所長は、次項の検査を円滑に実施するため特に必要があると認めるときは、当該
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届出をした者に対し、当該届出に係る輸入の時期又は場所を変更すべきことを指示することがで

きる。

４　輸入者は、動物検疫所又は第二項の規定により定められた港若しくは飛行場内の家畜防疫官が

指定した場所において、指定動物について、第一項の政令で定める感染症にかかっているかどう

か、又はその疑いがあるかどうかについての家畜防疫官による検査を受けなければならない。た

だし、特別の理由があるときは、農林水産大臣の指定するその他の場所で検査を行うことができ

る。

５　家畜防疫官は、前項の検査を実施するため必要があると認めるときは、当該検査を受ける者に

対し、必要な指示をすることができる。

６　前各項に規定するもののほか、指定動物の検疫に関し必要な事項は、農林水産省令で定める。

　（検査に基づく措置）

第五十六条　家畜防疫官が、前条第四項の検査において、第十三条第一項の政令で定める感染症に

かかり、又はかかっている疑いがある指定動物を発見した場合については、同条の規定は、適用

しない。この場合において、動物検疫所長は、直ちに、当該指定動物の輸入者の氏名その他同項

の厚生労働省令で定める事項を最寄りの保健所長を経由して都道府県知事に通知するものとす

る。

２　前項の規定による通知を受けた都道府県知事は、直ちに、当該通知の内容を厚生労働大臣に報

告しなければならない。

３　動物検疫所長は、第一項に規定する指定動物について、農林水産省令で定めるところにより、

家畜防疫官に隔離、消毒、殺処分その他必要な措置をとらせることができる。
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○狂犬病予防法（抄）（昭和二十五年八月二十六日法律第二百四十七号）

　（登録）

第四条　犬の所有者は、犬を取得した日（生後九十日以内の犬を取得した場合にあつては、生後九

十日を経過した日）から三十日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、その犬の所在地を

管轄する市町村長（特別区にあつては、区長。以下同じ。）に犬の登録を申請しなければならな

い。ただし、この条の規定により登録を受けた犬については、この限りでない。

２　市町村長は、前項の登録の申請があつたときは、原簿に登録し、その犬の所有者に犬の鑑札を

交付しなければならない。

３　犬の所有者は、前項の鑑札をその犬に着けておかなければならない。

４～６　（略）

　（予防注射）

第五条　犬の所有者（所有者以外の者が管理する場合には、その者。以下同じ。）は、その犬につ

いて、厚生労働省令の定めるところにより、狂犬病の予防注射を毎年一回受けさせなければなら

ない。

２　市町村長は、政令の定めるところにより、前項の予防注射を受けた犬の所有者に注射済票を交

付しなければならない。

３　犬の所有者は、前項の注射済票をその犬に着けておかなければならない。

　（輸出入検疫）

第七条　何人も、検疫を受けた犬等（犬又は第二条第一項第二号に掲げる動物をいう。以下同じ。）

でなければ輸出し、又は輸入してはならない。

２　前項の検疫に関する事務は、農林水産大臣の所管とし、その検疫に関する事項は、農林水産省

令でこれを定める。

　（届出義務）

第八条　狂犬病にかかつた犬等若しくは狂犬病にかかつた疑いのある犬等又はこれらの犬等にか

まれた犬等については、これを診断し、又はその死体を検案した獣医師は、厚生労働省令の定め

るところにより、直ちに、その犬等の所在地を管轄する保健所長にその旨を届け出なければなら

ない。ただし、獣医師の診断又は検案を受けない場合においては、その犬等の所有者がこれをし

なければならない。

２・３　（略）

　（けい留されていない犬の薬殺）

第十八条の二　都道府県知事は、狂犬病のまん延の防止及び撲滅のため緊急の必要がある場合にお

いて、前条第一項の規定による抑留を行うについて著しく困難な事情があると認めるときは、区

域及び期間を定めて、予防員をして第十条の規定によるけい留の命令が発せられているにかかわ

らずけい留されていない犬を薬殺させることができる。この場合において、都道府県知事は、人

又は他の家畜に被害を及ぼさないように、当該区域内及びその近傍の住民に対して、けい留され

ていない犬を薬殺する旨を周知させなければならない。
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○植物防疫法（抄）（昭和二十五年五月四日法律第百五十一号）

　（検疫有害動植物）

第五条の二　この章で「検疫有害動植物」とは、まん延した場合に有用な植物に損害を与えるおそ

れがある有害動物又は有害植物であつて、次の各号のいずれかに該当するものとして農林水産省

令で定めるものをいう。

　一　国内に存在することが確認されていないもの

　二　既に国内の一部に存在しており、かつ、国により発生予察事業その他防除に関し必要な措置

がとられているもの

２　（略）

　（輸入の制限）

第六条　輸入する植物（栽培の用に供しない植物であつて、検疫有害動植物が付着するおそれが少

ないものとして農林水産省令で定めるものを除く。以下この項及び次項において同じ。）及びそ

の容器包装は、輸出国の政府機関により発行され、かつ、その検査の結果検疫有害動植物が付着

していないことを確かめ、又は信ずる旨を記載した検査証明書又はその写しを添付してあるもの

でなければ、輸入してはならない。ただし、次に掲げる植物及びその容器包装については、この

限りでない。

　一　植物検疫についての政府機関を有しない国から輸入する植物及びその容器包装であるため

この章の規定により特に綿密な検査が行われるもの

　二　農林水産省令で定める国から輸入する植物及びその容器包装であつて、検査証明書又はその

写しに記載されるべき事項が当該国の政府機関から電気通信回線を通じて植物防疫所の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に送信され、当該電子計算機に備えられたファイル

に記録されたもの

２　農林水産省令で定める地域から発送された植物で、第八条第一項の規定による検査を的確に実

施するためその栽培地において検査を行う必要があるものとして農林水産省令で定めるものに

ついては、前項の規定によるほか、輸出国の政府機関によりその栽培地で行われた検査の結果農

林水産省令で定める検疫有害動植物が付着していないことを確かめ、又は信ずる旨を記載した検

査証明書又はその写しを添付してあるものでなければ、輸入してはならない。この場合において

は、同項ただし書（第一号を除く。）の規定を準用する。

３　植物及び次条第一項に掲げる輸入禁止品は、郵便物として輸入する場合を除き、農林水産省令

で定める港及び飛行場以外の場所で輸入してはならない。

４　植物及び次条第一項に掲げる輸入禁止品は、小形包装物及び小包郵便物以外の郵便物又は民間

事業者による信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九号）第二条第三項に規定する信

書便物（次項において「信書便物」という。）としては、輸入してはならない。

５　植物又は次条第一項に掲げる輸入禁止品を小形包装物及び小包郵便物以外の郵便物又は信書

便物として受け取つた者は、遅滞なく、その現品を添えて植物防疫所に届け出なければならない。

６　第一項本文又は第二項の農林水産省令を定める場合には、前条第二項の規定を準用する。

　（輸入の禁止）

第七条　何人も、次に掲げる物（以下「輸入禁止品」という。）を輸入してはならない。ただし、

試験研究の用その他農林水産省令で定める特別の用に供するため農林水産大臣の許可を受けた
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場合は、この限りでない。

　一　農林水産省令で定める地域から発送され、又は当該地域を経由した植物で、農林水産省令で

定めるもの

　二　検疫有害動植物

　三　土又は土の付着する植物

　四　前各号に掲げる物の容器包装

２～４　（略）

　（輸入植物等の検査）

第八条　植物又は輸入禁止品を輸入した者は、遅滞なく、その旨を植物防疫所に届け出て、その植

物又は輸入禁止品及び容器包装につき、原状のままで、植物防疫官から、第六条第一項及び第二

項の規定に違反しないかどうか、輸入禁止品であるかどうか、並びに検疫有害動植物（農林水産

大臣が指定する検疫有害動植物を除く。本条及び次条において同じ。）があるかどうかについて

の検査を受けなければならない。ただし、第三項の規定による検査を受けた場合及び郵便物とし

て輸入した場合は、この限りでない。

２～７　（略）

　（廃棄、消毒等の処分）

第九条　前条の規定による検査の結果、検疫有害動植物があつた場合は、植物防疫官は、その植物

及び容器包装を消毒し、若しくは廃棄し、又はこれを所有し、若しくは管理する者に対して植物

防疫官の立会いの下にこれを消毒し、若しくは廃棄すべきことを命じなければならない。

２　植物防疫官は、第六条第一項から第五項まで若しくは第八条第一項若しくは第六項の規定に違

反して輸入された植物及び容器包装を廃棄し、又はこれを所持している者に対して植物防疫官の

立会いの下にこれを廃棄すべきことを命ずることができる。第八条第七項の規定による隔離栽培

の命令の違反があつた場合において、その違反に係る植物についてもまた同様とする。

３　第七条の規定に違反して輸入された輸入禁止品があるときは、植物防疫官は、これを廃棄する。

４　前条の規定による検査の結果、当該植物及び容器包装が第六条第一項及び第二項の規定に違反

せず、輸入禁止品に該当せず、かつ、これに検疫有害動植物がないと認めたときは、植物防疫官

は、検査に合格した旨の証明をしなければならない。

　（植物等の移動の禁止）

第十六条の三　農林水産省令で定める地域内にある植物、有害動物若しくは有害植物又は土で、有

害動物又は有害植物のまん延を防止するため他の地域への移動を禁止する必要があるものとし

て農林水産省令で定めるもの及びこれらの容器包装は、他の地域へ移動してはならない。ただし、

試験研究の用に供するため農林水産大臣の許可を受けた場合は、この限りでない。

２　（略）

　（防除）

第十七条　新たに国内に侵入し、若しくは既に国内の一部に存在している有害動物若しくは有害植

物がまん延して有用な植物に重大な損害を与えるおそれがある場合、又は有害動物若しくは有害

植物により有用な植物の輸出が阻害されるおそれがある場合において、これを駆除し、又はその

まん延を防止するため必要があるときは、農林水産大臣は、この章の規定により、防除を行うも
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のとする。但し、森林病害虫等について、別に法律で定めるところにより防除が行われる場合は、

この限りでない。

２　（略）

　（指定有害動植物）

第二十二条　この章及び次章で「指定有害動植物」とは、有害動物又は有害植物であつて、国内に

おける分布が局地的でなく、且つ、急激にまん延して農作物に重大な損害を与える傾向があるた

め、その防除につき特別の対策を要するものとして、農林水産大臣が指定するものをいう。

　（国の発生予察事業）

第二十三条　農林水産大臣は、指定有害動植物について、発生予察事業を行うものとする。

２　都道府県は、農林水産大臣が都道府県の承諾を得て定める計画に従い、前項の発生予察事業に

協力しなければならない。

　（防除計画）

第二十四条　農林水産大臣は、前条第一項の発生予察事業の実施により得た資料に基き、又はその

他の事情にかんがみ、必要があると認めるときは、指定有害動植物につき、地方公共団体、農業

者又はその組織する団体が行うべき防除の基本となる計画（以下「防除計画」という。）の大綱

を定め、これを関係都道府県知事に指示しなければならない。

２　都道府県知事は、前項の指示を受けたときは、同項の大綱に基き、すみやかに、当該都道府県

に関する防除計画を定めなければならない。

３　前項の防除計画には、防除を行うべき区域及び期間、指定有害動植物の種類、防除の内容その

他必要な事項を定めなければならない。

４・５　（略）
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○家畜伝染病予防法（抄）（昭和二十六年五月三十一日法律第百六十六号）

　（伝染性疾病についての届出義務）

第四条　家畜が家畜伝染病以外の伝染性疾病（農林水産省令で定めるものに限る。以下「届出伝染

病」という。）にかかり、又はかかつている疑いがあることを発見したときは、当該家畜を診断

し、又はその死体を検案した獣医師は、農林水産省令で定める手続に従い、遅滞なく、当該家畜

又はその死体の所在地を管轄する都道府県知事にその旨を届け出なければならない。

２・３　（略）

　（新疾病についての届出義務）

第四条の二　家畜が既に知られている家畜の伝染性疾病とその病状又は治療の結果が明らかに異

なる疾病（以下「新疾病」という。）にかかり、又はかかつている疑いがあることを発見したと

きは、当該家畜を診断し、又はその死体を検案した獣医師は、農林水産省令で定める手続に従い、

遅滞なく、当該家畜又はその死体の所在地を管轄する都道府県知事にその旨を届け出なければな

らない。

２～７　（略）

　（監視伝染病の発生の状況等を把握するための検査等）

第五条　都道府県知事は、農林水産省令の定めるところにより、家畜又はその死体の所有者に対し、

家畜又はその死体について、家畜伝染病又は届出伝染病（以下「監視伝染病」と総称する。）の

発生を予防し、又はその発生を予察するため必要があるときは、その発生の状況及び動向（第四

項において「発生の状況等」という。）を把握するための家畜防疫員の検査を受けるべき旨を命

ずることができる。

２　前項の規定による命令は、農林水産省令で定める手続に従い、その実施期日の十日前までに次

に掲げる事項を公示して行う。ただし、緊急の場合には、その期間を三日まで短縮することがで

きる。

　一　実施の目的

　二　実施する区域

　三　実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲

　四　実施の期日

　五　検査の方法

３～６　（略）

　（殺処分）

第十七条　都道府県知事は、家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは、次に掲げる家

畜の所有者に期限を定めて当該家畜を殺すべき旨を命ずることができる。

　一　流行性脳炎、狂犬病、水胞性口炎、リフトバレー熱、炭疽、出血性敗血症、ブルセラ病、結

核病、ヨーネ病、ピロプラズマ病、アナプラズマ病、伝達性海綿状脳症、鼻疽、馬伝染性貧血、

アフリカ馬疫、豚コレラ、豚水胞病、家きんコレラ、家きんペスト、ニユーカツスル病又は家

きんサルモネラ感染症の患畜

　二　牛肺疫、水胞性口炎、リフトバレー熱、出血性敗血症、伝達性海綿状脳症、鼻疽、アフリカ

馬疫、豚コレラ、豚水胞病、家きんコレラ、家きんペスト又はニューカッスル病の疑似患畜
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２　（略）

　（輸入禁止）

第三十六条　何人も、次に掲げる物を輸入してはならない。ただし、試験研究の用に供する場合そ

の他特別の事情がある場合において、農林水産大臣の許可を受けたときは、この限りでない。

　一　農林水産省令で定める地域から発送され、又はこれらの地域を経由した第三十七条第一項各

号の物であつて農林水産大臣の指定するもの

　二　次のイ又はロに掲げる家畜の伝染性疾病の病原体

　　イ　監視伝染病の病原体

　　ロ　家畜の伝染性疾病の病原体であつて既に知られているもの以外のもの

２　前項但書の許可を受けて輸入する場合には、同項の許可を受けたことを証明する書面を添えな

ければならない。

３　第一項但書の許可には、輸入の方法、輸入後の管理方法その他必要な条件を附することができ

る。

　（病原体の輸入に関する届出）

第三十六条の二　家畜の伝染性疾病の病原体であつて既に知られているもののうち、監視伝染病の

病原体以外のものを輸入しようとする者は、農林水産省令の定めるところにより、農林水産大臣

に届け出なければならない。

２・３　（略）

　（輸入のための検査証明書の添付）

第三十七条　次に掲げる物であつて農林水産大臣の指定するもの（以下「指定検疫物」という。）

は、輸出国の政府機関により発行され、かつ、その検疫の結果監視伝染病の病原体をひろげるお

それがないことを確かめ、又は信ずる旨を記載した検査証明書又はその写しを添付してあるもの

でなければ、輸入してはならない。

　一　動物、その死体又は骨肉卵皮毛類及びこれらの容器包装

　二　穀物のわら（飼料用以外の用途に供するものとして農林水産省令で定めるものを除く。）及

び飼料用の乾草

　三　前二号に掲げる物を除き、監視伝染病の病原体をひろげるおそれがある敷料その他これに準

ずる物

２　前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

　一　動物検疫についての政府機関を有しない国から輸入する場合その他農林水産大臣の指定す

る場合

　二　農林水産省令で定める国から輸入する指定検疫物について、前項の検査証明書又はその写し

に記載されるべき事項が当該国の政府機関から電気通信回線を通じて動物検疫所の使用に係

る電子計算機（入出力装置を含む。）に送信され、当該電子計算機に備えられたファイルに記

録された場合

　（輸入場所の制限）

第三十八条　指定検疫物は、農林水産省令で指定する港又は飛行場以外の場所で輸入してはならな

い。但し、第四十一条の規定により検査を受け、且つ、第四十四条の規定による輸入検疫証明書
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の交付を受けた物及び郵便物として輸入する物については、この限りでない。

　（動物の輸入に関する届出等）

第三十八条の二　指定検疫物たる動物で農林水産大臣の指定するものを輸入しようとする者は、農

林水産省令で定めるところにより、当該動物の種類及び数量、輸入の時期及び場所その他農林水

産省令で定める事項を動物検疫所に届け出なければならない。ただし、携帯品又は郵便物として

輸入する場合その他農林水産省令で定める場合は、この限りでない。

２　（略）

　（輸入検査）

第四十条　指定検疫物を輸入した者は、遅滞なくその旨を動物検疫所に届け出て、その物につき、

原状のままで、家畜防疫官から第三十六条及び第三十七条の規定の違反の有無並びに監視伝染病

の病原体をひろげるおそれの有無についての検査を受けなければならない。ただし、既に次条の

規定により検査を受け、かつ、第四十四条の規定による輸入検疫証明書の交付を受けた物及び郵

便物として輸入した物については、この限りでない。

２　家畜防疫官は、指定検疫物以外の物が監視伝染病の病原体により汚染し、又は汚染しているお

それがあるときは、輸入後遅滞なくその物につき、検査を行うことができる。

３　第一項の規定による検査は、動物検疫所又は第三十八条の規定により指定された港若しくは飛

行場内の家畜防疫官が指定した場所で行う。但し、特別の事由があるときは、農林水産大臣の指

定するその他の場所で検査を行うことができる。

４　家畜防疫官は、監視伝染病の病原体のひろがるのを防止するため必要があるときは、第一項の

検査を受ける者に対し指定検疫物を前項の場所に送致するための順路その他の方法を指示する

ことができる。
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○林業種苗法（抄）（昭和四十五年五月二十二日法律第八十九号）

　（生産事業者の登録）

第十条　生産事業を行おうとする者は、その住所地（法人にあつては、その主たる事務所の所在地。

以下同じ。）を管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。

２　前項の登録を受けようとする者は、農林水産省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。

　一　氏名及び住所（法人にあつては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

　二　生産事業の内容

　三　事業所の名称及び所在地

　四　生産事業に係る種苗の採取又は育成の場所

　五　生産事業の開始年月日

　六　生産事業に従事する者で次項第三号イの講習会の課程を修了したものの氏名及び住所

　七　その他農林水産省令で定める事項

３　（略）

　（外国産種苗等に対する措置）

第二十五条　政府は、外国産の劣悪な種苗（林業の用に供される樹木の繁殖の用に供される種子、

穂木、茎、根及び苗木（幼苗を含む。）であつて、第二条第一項の政令で定める樹種以外の樹種

に係るものを含む。以下この項において同じ。）が輸入されることにより、国内における造林の

適正かつ円滑な推進についての著しい支障又は国内における林業の用に供される他の樹木の形

質若しくは生育に対する著しい悪影響を生じ、又は生ずるおそれがある場合において、必要があ

るときは、種苗の輸入に関し、これらの事態を克服するため相当と認められる措置を講ずるもの

とする。

２　政府は、種苗の供給量がその需要量に比して著しく不足し、又は不足するおそれがある場合に

おいて、国内における造林の適正かつ円滑な推進を図るために必要な優良な種苗の供給を確保す

るため特に必要があるときは、種苗の輸出に関し、相当と認められる措置を講ずるものとする。
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○森林病害虫等防除法（抄）（昭和二十五年三月三十一日法律第五十三号）

　（駆除命令）

第三条　農林水産大臣は、森林病害虫等が異常にまん延して森林資源に重大な損害を与えるおそれ

があると認めるときは、早期に、かつ、徹底的に、これを駆除し、又はそのまん延を防止するた

め必要な限度において、区域及び期間を定め、次に掲げる命令をすることができる。

　一～六　（略）

２　農林水産大臣は、松くい虫等が異常にまん延して森林資源たる特定森林に重大な損害を与える

おそれがあると認めるときは、前項の規定によるほか、早期に、かつ、徹底的に、これを駆除し、

又はそのまん延を防止するため特に必要な限度において、区域及び期間を定め、高度公益機能森

林又は被害拡大防止森林につき、当該特定森林を所有し、又は管理する者に対し、特別伐倒駆除

を命ずることができる。

３　農林水産大臣は、高度公益機能森林又は被害拡大防止森林につき、第一項第一号の規定による

命令（松くい虫等が付着している樹木の伐倒及び薬剤による防除に係るものに限る。）又は前項

の規定による命令をするに際し、又は命令をした後において、特定原因病害虫により当該特定森

林に発生している被害の状況からみて、これらの命令のみによつては早期に、かつ、徹底的に、

松くい虫等を駆除し、又はそのまん延を防止する目的を達することができないと認めるときは、

その必要の限度において、これらの命令の区域及び期間の範囲内で区域及び期間を定め、当該特

定森林を所有し、又は管理する者に対し、松くい虫等が付着しているおそれがある樹木（枯死し

ているものに限る。）の伐倒及び薬剤による防除（以下「補完伐倒駆除」という。）を命ずること

ができる。

４～11　（略）

　（立入検査）

第六条　農林水産大臣又は都道府県知事は、森林病害虫等を駆除し、又はそのまん延を防止するた

め必要があると認めるときは、当該官吏又は森林害虫防除員に、森林その他樹木が生育している

土地、苗畑又は船車若しくは貯木場、倉庫その他指定種苗若しくは伐採木等を蔵置する場所に立

ち入らせ、樹木、指定種苗又は伐採木等を検査させ、又は検査のため必要な最少量に限り、枝条、

樹皮若しくは包装又は指定種苗を収去させることができる。

２　前項の規定により立入検査又は収去をする当該官吏及び森林害虫防除員は、その身分を示す証

票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを呈示しなければならない。

３　第一項の規定による立入検査及び収去の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。
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○水産資源保護法（抄）（昭和二十六年十二月十七日法律第三百十三号）

　（水産動植物の採捕制限等に関する命令）

第四条　農林水産大臣又は都道府県知事は、水産資源の保護培養のために必要があると認めるとき

は、左に掲げる事項に関して、農林水産省令又は規則を定めることができる。

　一　水産動植物の採捕に関する制限又は禁止

　二　水産動植物の販売又は所持に関する制限又は禁止

　三　漁具又は漁船に関する制限又は禁止

　四　水産動植物に有害な物の遺棄又は漏せつその他水産動植物に有害な水質の汚濁に関する制

限又は禁止

　五　水産動植物の保護培養に必要な物の採取又は除去に関する制限又は禁止

　六　水産動植物の移植に関する制限又は禁止

　２　前項の規定による農林水産省令又は規則には、必要な罰則を設けることができる。

　３　前項の罰則に規定することができる罰は、農林水産省令にあつては二年以下の懲役、五十万

円以下の罰金、拘留若しくは科料又はこれらの併科、規則にあつては六月以下の懲役、十万円以

下の罰金、拘留若しくは科料又はこれらの併科とする。

　４　第一項の規定による農林水産省令又は規則には、犯人が所有し、又は所持する漁獲物、漁船、

漁具その他水産動植物の採捕の用に供される物及び同項第六号の水産動植物の没収並びに犯人

が所有していたこれらの物件の全部又は一部を没収することができない場合におけるその価額

の追徴に関する規定を設けることができる。

　５～９　（略）

　（輸入の許可）

第十三条の二　増殖又は養殖の用に供する水産動物（以下この条において「水産動物の種苗」とい

う。）であつて農林水産省令で定めるもの及びその容器包装（当該容器包装に入れられ、又は当

該容器包装で包まれた物であつて当該水産動物の種苗でないものを含む。第三項において同じ。）

を輸入しようとする者は、農林水産大臣の許可を受けなければならない。

２　前項の許可を受けようとする者は、農林水産省令で定めるところにより、当該水産動物の種苗

の種類及び数量、原産地、輸入の時期及び場所その他農林水産省令で定める事項を記載した申請

書に、輸出国の政府機関により発行され、かつ、その検査の結果当該水産動物の種苗が水産動物

の種苗の伝染性疾病（農林水産省令で定めるものに限る。）にかかつているおそれがないことを

確かめ、又は信ずる旨を記載した検査証明書又はその写しを添えて、これを農林水産大臣に提出

しなければならない。

３　農林水産大臣は、第一項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る水産動物の種苗

及びその容器包装が前項の検査証明書又はその写しにより水産動物の種苗の伝染性疾病の病原

体を広げるおそれがないと認めるときは、第一項の許可をしなければならない。

４　農林水産大臣は、第一項の許可をしたときは、農林水産省令で定めるところにより、許可を受

ける者に対し輸入許可証を交付する。

　（届出の義務）

第二十七条　農林水産省令で定める水産動植物の種苗を、業として、販売の目的をもつて採捕し、

又は生産しようとする者は、農林水産省令の定めるところにより、農林水産大臣にその旨の届出

をしなければならない。その業を廃止したときも、同様とする。
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○絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（抄）

（平成四年六月五日法律第七十五号）

　（譲渡し等の禁止）

第十二条　希少野生動植物種の個体等は、譲渡し若しくは譲受け又は引渡し若しくは引取り（以下

「譲渡し等」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

　一　次条第一項の許可を受けてその許可に係る譲渡し等をする場合

　二～七　（略）

　２　（略）

　（輸出入の禁止）

第十五条　特定国内希少野生動植物種以外の国内希少野生動植物種の個体等は、輸出し、又は輸入

してはならない。ただし、その輸出又は輸入が、国際的に協力して学術研究をする目的でするも

のその他の特に必要なものであること、国内希少野生動植物種の本邦における保存に支障を及ぼ

さないものであることその他の政令で定める要件に該当するときは、この限りでない。

２　特定国内希少野生動植物種以外の希少野生動植物種の個体等を輸出し、又は輸入しようとする

者は、外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十八条第三項又は第五

十二条の規定により、輸出又は輸入の承認を受ける義務を課せられるものとする。
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○動物の愛護及び管理に関する法律（抄）（昭和四十八年十月一日法律第百五号）

　（動物の所有者又は占有者の責務等）

第五条　動物の所有者又は占有者は、命あるものである動物の所有者又は占有者としての責任を十

分に自覚して、その動物を適正に飼養し、又は保管することにより、動物の健康及び安全を保持

するように努めるとともに、動物が人の生命、身体若しくは財産に害を加え、又は人に迷惑を及

ぼすことのないように努めなければならない。

２　動物の所有者又は占有者は、その所有し、又は占有する動物に起因する感染性の疾病について

正しい知識を持つように努めなければならない。

３　動物の所有者は、その所有する動物が自己の所有に係るものであることを明らかにするための

措置を講ずるように努めなければならない。

４　環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、動物の飼養及び保管に関しよるべき基準を定める

ことができる。

　（動物取扱業の届出）

第八条　動物（哺乳類、鳥類又は爬虫類に属するものに限り、畜産農業に係るもの及び試験研究用

又は生物学的製剤の製造の用その他政令で定める用途に供するために飼養し、又は保管している

ものを除く。以下この節及び次節において同じ。）の飼養又は保管のための施設（以下「飼養施

設」という。）を設置して動物取扱業（動物の販売、保管、貸出し、訓練、展示その他政令で定

める取扱いを業として行うことをいう。以下同じ。）を営もうとする者は、飼養施設を設置する

事業所ごとに、環境省令で定めるところにより、次の事項を都道府県知事（地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）

にあつては、その長とする。以下この節並びに第十五条第一項及び第二項において同じ。）に届

け出なければならない。

　一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては代表者の氏名

　二　飼養施設を設置する事業所の名称及び所在地

　三　主として取り扱う動物の種類及び数

　四　飼養施設の構造及び規模

　五　飼養施設の管理の方法

　六　その他環境省令で定める事項

２　前項の規定による届出には、飼養施設の配置図及び付近の見取図その他の環境省令で定める書

類を添付しなければならない。

第十六条　地方公共団体は、動物による人の生命、身体又は財産に対する侵害を防止するため、条

例で定めるところにより、動物の所有者又は占有者が動物の飼養又は保管に関し遵守すべき事項

を定め、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物として政令で定める動物の飼養

について許可を必要とする等により制限し、当該動物の所有者又は占有者その他関係者に対し、

当該動物による人の生命、身体又は財産に対する侵害を防止するために必要な措置をとるべきこ

とを命じ、必要があると認めるときは、その職員に、当該動物の所有者又は占有者の飼養施設を

設置する場所その他関係のある場所に立ち入り、当該動物の飼養状況を調査させる等動物の飼養

及び保管に関し必要な措置を講ずることができる。
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　（犬及びねこの引取り）

第十八条　都道府県等（都道府県及び指定都市、地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核

市（以下「中核市」という。）その他政令で定める市（特別区を含む。以下同じ。）をいう。以下

同じ。）は、犬又はねこの引取りをその所有者から求められたときは、これを引き取らなければ

ならない。この場合において、都道府県知事等（都道府県等の長をいう。以下同じ。）は、その

犬又はねこを引き取るべき場所を指定することができる。

２～６　（略）


